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令和 5年度 事業報告書

豊農撻墜哩□産△旦■塾型

1 事業の成果
本事業年度は世界的に紛争や大規模災害が発生し、タイムリーな緊急支援を行うとともに、度重なる災

害リスクを削減する為の防災力向上事業を展開した。CWS Japanが 持つ世界的なネットワークも駆使し、

迅速かつ将来の災害リスクを削減する活動の計画に■きを置き、事業を立案できた。現地パー トナーと

の良好な関係性を基盤として、現行の事業においては概ね計画通りに事業実施を行う事が出来た。

■ 緊急支援事業

<エキュメニカル防災・災害支援 :ACT Japan Forum>

2023年 7月 に秋田市で発生した豪雨災害への緊急支援として、生活困窮者支援を行う地元の NPO法人と

連携し、床上漫水した被災者宅のうち、経済的余裕がない高齢者や外国人被災者世帯に対してヒアリン

グを行い、新品の家電製品を配布した。また、2024年 1月 に発生した能豊半島地震により、ACT Japan

For師 加盟教団の教会とその信徒・関係者も被災した。同 Form事務局を担う CWS Japanは 関係各所に

連絡を取りながら支援活動の可能性を探つた結果、2022年から関係性を構築していた隣接県 (福井市)

の関係教会と連携し、輸島市内の避難所において炊き出し活動を行った。今後は、地元被災教会を中心

として、地域住民との交流を通して復興支援を行っていく。また、2021年にワーキンググループを立ち

上げ、策定作業を行つてきた NCCジエンダー正義に関する基本方針案が完成し、2024年 3月 に開催され

た NCC常識員会において可決された。

くミャンマー人遭危機支援>
ミャンマー及びタイにおいて、人道危機に直面しているミャンマー避難民のニーズに対応することを目

的とし、主に (1)食料及び非食料アィテム (NFI)の綸付、(2)教育支援、 (3)安全なシェルターの提

供及びケースマネジメントによる支援を行つている。

<ア フガニスタン緊急人遺支援>
アフガニスタンでは、紛争や自然災害 (干ばつ、洪水)の影響による農産物の減産や価格高騰に加え、

2020年以降は新型コロナウィルス感染症 (以下「00VI卜 19」 )の影響が重なり、深刻な食料危機に見舞

われている。当会は前例にない人遭危機に対して、バーミヤン県、ナンガルハル県、ヘラー ト県におい

て緊急支援を行つた。最も貧しい地域の一つであり、その地形的特徴から、冬の気候が厳しく、洪水や

干ばつなどの災書を誘発する地域でもあるパーミヤン県にて、脆弱性の高い層を対象に人道的ニーズお

よび気候変動に伴う中長期的なニーズに対して支援を行った。上記に加え、2023年 11月に発生したア

フガニスタン西部地震に対し、被災者 1∞ 世帯に対し、安心して暮らすことができるテントの供与と当

座の食料や生活必需品購入のための現金を給付した。また、ナンガルハル県では前例にない食料危機の

影響を受ける住民 237世帯に対し、主に食料品入手のための現金配布と養鶏パッケージの支綸を行い、

人々の食料へのアクセス不足の向上と持続的な食料安全保障の改善に寄与した。また 2023年 11月 にパ

キスタン政府が同国内に滞在するアフガニスタン人に対する政策を転換したことにより、パキスタンロ

境に接する同県への帰還民の流入が急増したため、帰還民 lm世帯に対して当座の食料や生活必需品を

購入するための現金を給付した。

■ 開発支援事業

<パキスタン、シンド州防災力向上事業>
2022年に発生した洪水の被害が深刻だった地域であるシンド州にて、主産業である農業の復興や防災カ

強化の支援を 2024年 3月 から開始した。洪水だけでなく、同地域で繰り返す発生する干ばつにも備え

て、適切な水資源の管理ができるように灌漑用水路の改良や溜池を新設する。加えて、地域住民の防災



計画づくり支援や災害に強い農法についての研修や、地域の専門家を対象にハザー ドマップ作りの研修

などを実施する予定である。

<ア フガニスタン防災力向上に向けた人材育成事業>
2023年 6月 より3年次が開始した。ナンガハール、ラグマン県において、災害リスク評価結果を元に進

められている防災インフラ整備は5月 末に完了し、最終化された防災インフラ計画設計ガイドラインと

ともに、対象コミュニティの災害リスクの軽減に寄与することが期待される。また、カブール大学の防

災専門コースヘの技術支援と設備投資によって、持機的な防災人材育成環境の整備と学習環境の整備が

行われた。研修については、アフガニスタン国内において隔月でかざ―どまぷ・防災マップ作成研修を

実施した。また、フェーズ2で初めて、アフガニスタンから研修員 8名 を招へいし、東京と静岡で対面

の本邦研修を実施した。なお、本事業は 2024年 3月 29～ 30日 にかけて発生した豪雨災害によって破損

した前期事業施工の防災インフラの修復のため、2024年 7月 まで延長予定である。

く(ATIH (ADRR‖  Tokyo lnnovation Hub) ,>

アジアにおけるローカル NGOを 主体とした人道、防災分野のイノベーションを生み出すべく、フィリピ

ン、インドネシア、インドの防災イノベーターヘの支援を行つた。具体的には 41件のイノベーション案

件の伴走支援の他、資金提供、コンプライアンス徹底を通じて、対彙国の防災イノベーション環境整備

に寄与した。

<公的支援にアクセスしにくい難民・移民のための伴走支援事業>
これまでの災害支援経験から災害弱者と平時の社会的弱者は同一であることが判明したことから、外国

ルーツの脆弱層を対象に年間を通して生活相談を受け付け、ケースワークを行つた。在日責格が不安定

な難民申請者や日本田を学ぶ機会がない移住労働者を対象に日本語学習支援を行うとともに、生活困窮

者への緊急支援として、医療費・家賃補助・各種同行支援を行つた。

<難民・移民・市民が出会い・つながるコミュニティカフェ事業>
新宿区大久保地区において、月二回、難民・移民による料理教室、音楽演奏、多文化共生や防災をテー

マとしたワークシヨツプを開催しながら、多文化・多世代交流を目的としてコミュニティカフエを運営

した。また、地域行事の祭りにも出店することで、住民の認知度向上を図り、多文化 。多世代交流と人

道支援拠点づくりを目指した。

<その他開発支援事業>
CWSグローパルのテクニカルユニットの一員として、0栂 Japanは防災の技術的な底上げを期待されて

おり、1鮒Sグローパル及びローカルバー トナーに対する技術支援を行った。また、難民に対して、日本

のアニメ業界との協働を通じてアニメ制作のスキルを提供し、経済的な自立を目指すパイロット事業を

実施した。加えて、RegiOnal Htmanitarian Partnership Woekの 共催など、1鮒S Japanが取り組む防

災・減災・イノベーション等に関連したア ドポカシーやイベント開催も行つた。

■ ‖

"等
の能力強化支援事業

く〔‖G02030>
‖G02030と は、日本における NGOsの成長の方法性を示し、社会におけるその存在の価値を高めることを

目的として、国際協力 ‖∞ の組織や個人で構成されるワーキンググループである。その取り組みの一環

として、N∝)業界で話題となっているファンドレイジング、平和、若者の多画、人権などに関するウェ

ビナーを実施した。

<人遭支援基準作成・普及>
スフィアをはじめとした人道支援における国際基準の普及に引き続き努め、研修実施や教材開発等に寄

与した。具体的には、日本におけるスフィアのフォーカルポイントである支援の質とアカウンタビリテ

ィ向上ネットワーク (JOA‖)の代表を引き続き CWSが担った。スフィアをはじめとした人道支援の国際

基準の研修に加えて、こうした研修を実施するための講師を育成する研修 (Training of Trainer)の 講



師を担当した。その他、関連して高校や大学などの教育機関やシンポジウム等での講演も行つた。日本
の人道支援関係者がこれの研修を受ける機会を増やすことにも貢献した。また、東日本大震災における
原子力発電所での権合災害の教訓を世界に伝えるべく、原発事故における人道支援のガイドや事例集の
作成を開始した。

<‖PO等の能力強化支援事業>
人道支援基準以外にも、支援の現地化や援助者による性的搾取・虐待・ハラスメン トからの保護
(PSEAH)な ど支援の質の向上に必須となるテーマに沿つたワーキンググループの運営や、同テーマの

研修やセミナー等に豊壇した。また、日本フアンドレイジング協会等が開催するセミナーやワークショ

ップに寄付倫理等のテーマて豊壇し、国際協力 NGOの基盤強化に貢献した。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 427,383千 円)

定款に記載
された

事業名
事業内容 日時 場所

従

事

者

人

数

受益

対象者

範囲

受益

対彙者

人数

事業費

(千 円)

緊急支援

エキュメニカ

ル防災・災害

支援

2023生「
7

月～2024

年 6月

日本 1

全国

(国 内)

100人

185,060

ミヤンマー人

遺危機支援

(ミ ヤンマ

ー )

2023年
10月 ～

2024年 1

月

ミヤンマ
3 カヤー州 4,234人

ミャンマー人

遭危機支援

(ミ ャンマ

ー )

2024年 3

月～2024

年 9月

ミヤンマ
3 カヤー州 9,523人

ミャンマー人

道危機支援

(タ イ)

2024自「 3

月～2024

年 9月

タイ 3 メーソット 1,247人

アフガニスタ

ン緊急人道支

援

2023生F7
月～2024

年 6月

アフガニ

スタン
5

バー ミヤン

県、ナンガ

ルハル県、
ヘラー ト県

14,317人

開発支援

パキスタン、
シンド州干ば

つ等対応防災

力向上事業

2024」守:3

月～6月

パキスタ

ン
4

シンド州ウ
マルコー ト

県

4,729人

241,920

アフガニスタ
ン防災力向上

に向けた人材

育成事業

2023由F6
月～2024

年 5月

アフガニ

スタン
4

ナンガハー

ル県

ラグマン県

4,954人

ATIH  ( ADRRN

Tokyo

innovation

Hub)

2023生F7
月～2024

年 6月

フィリピ

ン、イン

ドネシ

ア、

4

フィリピ

ン、イン

ド、インド

ネシアのロ

51,4“ 人



インド ―カル N00

等職員

イノベーシ

ョン事業の

受益コミュ
ニティ対象

者

公的支援にア

クセスしにく

い難民・移民

のための伴走

支援事業

20234「 7

月

～2024

年 6月

日本 2
東京都新宿

区とその周

辺

40人

難民・移民・

市民が出会
い。つながる
コミュニティ
カフェ事業

20231「 6

月 2024

年～6月

日本 2

東京都新宿

区とその周

辺

250人

その他開発支

援事業

20231「 7

月～2024

年 6月

アジアを
始めグロ

ーバル
1

イベント参

加者や技術

支援対象者

310人

NPOの能力

強化支援

NG02030

20231F7

月～2024

年 6月

日本 4
日本の国際

協力‖G0
120人

403
人道支援基準

作成・普及

20234,7

月～2024

年 6月

日本 2

日本の人道

支援アクタ
ー全般

500人

NPO等の能力

強化支援事業

2023自F6
月～2024

年 7月

日本 1

日本の国際

協力鵬0
300人

(2)その他の事業
なし

以上



26,8CX),174

5,719.680

31,591
4,631,700

967,000
6,152,000

1“ ,《Ю,294
243,603,171

600
5,178,588

44,311,145

390,063,465

5 179 197
439

6 贅B

39,787,113

535,まЮ

911 916

4,838,068

206,001,721

∝B.141
9,178,305

364,100
100,000
396,792
79,698

99,777
515,954

3,402,710

4,350
23
63

1,264

169
43
255

141,325
965

5,559
17

5,362

16

,904

,061

,∝Ю

,840

,486

,976

,955

,1(Ю

,750

,158
034

.71

1:                           コ【

令和5年度 活動計算書
令和5年7月 1日 ～令和

“

閾月m)日

特定非営利活動法人 CWS Japan

円

の

(1)経常収益

受取寄付金
一般

Tech]c」 Unit

コミュニティカフェ運営

アフガニスタン支援

在日外国人緊急募金

プログラムサポート

受取助成金等

受取民間助成金

受取政府助成金

その他収益

受取利息

雑収益

経常収益合計

(2)経常費用

事業費

:人件費】
給料手当

通勤手当

法定福利費

【人件費計】
:その他費用】
‖金

現地事業実施経費

会議費

旅費交通費

研修開催費

負担金

通信運搬費

消耗品費

支援物資費

支援金

事務用品費

新聞図書費

教育研修費

印刷製本費

支払地代家賃

賃借料

海外旅行傷害保険料

支払会費

委託費

支払手数料

外部監査報酬

租税公課

為替差損

雑費

【その他費用計】
事業費計 427.383,162



令和5年度 活動計算書
令和昨 7月 1日 ～令和

“

円)月 30日

特定非営利活動法人 CnVS Ja,1■

〔円)

罰旧

管理費
【人件費】
給料手当

通働手当

法定福利費

福利厚生費

【人件費計】
【その他費用】
会議■

旅費交通費

通信運搬費

広告菫伝費

事務用品費

教育研修費

印刷製本■

支払地代家賃

保険料

支払会費

委κ費

支払手数料

外部監奎報酬

租税公瞑

【その他費用計】
管理費計

経常費用計

当期経常増減額

2.経常外増減の部

(1)経常外収益

経常外収益合計

(2)経常外費用

経常外費用合計

税引前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額

4,334,248

113,400
∝Ю.520

0.925

9 716 775
437.099.937

4,817,093

",033178,093

339,099
76,82
1∞,92
15,962

12,843
97,999
1田 ,αЮ

136,αЮ

2,031,498

786,711

715,000

3 ⅨЮ

4,899,682

2,453,870

0

0
2,453,870

0
2.453.870

31,249,262

33.703.132



令和5年度 貸借対照表
令和6年3月 30日 現在

特定非営利活動法人 CWS bm
円

科 日

408,662,502

256,365
918

375 215 795
375,215,795

33,703,132

33,703,132

408.918.927

資産の部

流動資産

普通預金

未収金

前払費用

仮払金

立替金

流動資産合計

固定資産

敷金

固定資産合計

資産合計

負債の部

流動負債

未払金

前受金

預り金

流動負債合計

負債合計

正味財産の部

正味財産

正味財産合計

負債及び正味財産合計

124,451,190

804,318
618,475

282,(シ40,569

148,010

255,365

34,6561003
338,406,069

2,153,723



16 28

令和5年度 ,I算書類の注記

●定,菫」着口議人_c型旦 J●Ш

1.■■を会計方針

財薔諸表の作成は、NPO法人会計二,い 10年7月

"1日 `“

17年 12月 12日 晨

「 “

正 NPO法 人会計■■3日会)によっています.

(1)"'鴨●の会11処理

消費■等の会計処理は.■込経理方式によつています.

2.■桑別晨益の状況

事案別損査の状ユは以下の通りです . 皐 円 )

口,文口●菫
NPO● ●カロ化

立優●菫 ●●●日, ,■●n ●針ヽ 日 堅●支口●彙

“

311.148

“".01ヽ

400

m
3.170,3013

17●00,7∞

1“.1“ ."`

12

“

,000

16.003.271

221,"7.474

4“

4.763.057

a∞.o∞

0

0

350.124

“

,“1,0,1

“

り,“ヽ
`
4ア|

■107,711

133

10,007

0.001,,174

0

1“.2∞,703 242.94.an 5口,,124 4",7●■

“

暉 9,:,20.114

Ⅲ57.110
0

2.7●5

0

11),1707,11●

“

甲
"●鴫 103
0

4.ま

"´
4●

113.4`Ю

“

Ю.520

0,025

4`ヽ 121,“ 1

0(1,,7●0

●020,“●

●

“

澪

10.602.530

474.155

4,013,07,

0

".7",“
も

32.143

1.724.027

|
01.7コD.1●●23.900."● 22,“ ,537 J閲,323 410.011.● 1● 4.017.000

榔

　

。

。

。

．

．

。

．

。

。

。

叫

。

。

。

。

。

．

．

．

．

。

0
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0
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|

"0.001.″
11

11●,1411

0.171).S161

“`1∞
|

1軋 0∞
|

綺 7●21

0

■.“●

","110,|11`

9,402710
4,●00

鳩 S∞

印

“1."鴫

“

1

1鴫 {¨
0

`●“
“

6.4"
141,Sar,11'|

“",|||■

“

,100
17.710

■302,11●

1●03峰

O

0

59,000

170.0● 3

0

0

"旧
.輌

70."2
0

0

0

100.922

0

15,902

120.843

97,"
0

1“ .α

"0
136.α

"2.“ 1.4∞

71(1711

715.001D

3.ⅨЮ
0

0

`“
.0301

"Ю
,00■7"|
4“」741

●|161●||

ま

“

.1∞ |

,m(ml
7颯

“

11

ア軋

“

ヒ
|

ア|,“疇|

","013,|● |

S,372.012

4製Ю

“

,"a
l13,717

1,(〕 02,("“ 0

10,α
"1“.¨

中

“
"a‐1`ヽ317,474

1,71た

“■27● 100

21,0●0

■

“

41“
10,||`

1.714.(|,31

143.,“ .7221

30.0"|

1074認
|

100.αЮ
I

″3.2511

0

".7"7,∞2

304.070

01.470

3,0(1,

10,000

170

787.■ 1

00,“Ю
0

7.2`Ю

255.4“

5,215,3Ю0
204,475

3.133β 07

10,3Ю0
4.340.207

0

3.120.425

02005,000
323.“ 1

o.o13."3
a“ .1∞

0

173.“ 1

0

∞,07(

12.175

1■0.004

3.341.24Ю

l.350

13.∞0

“

,7“
4“ ,076
lm.9"

0

“

.“Ю
0

136.0010,071

7● 1.4`1,

2,425,52●

1,450

013.371

16.034

16.032 ●10.4'1.248 4.3",α認 311・ |フ0.0"101.070.074 210.375.3``0

0.,16.775 ■7.“め,“F241.010.077 402.036

“

″,"1021“ .αЮ.4"
2■り,611 1".‐1.1“ .273

11■■費用
(1)人 件,
綸ヽ手当
通働手当
法定格利費
福利厚生,
人件■,,

(2)その他饉,
籠金

現地事業実遭饉

'会餞■
旅費交蛹

'研
`開

僣

'Aに全
通信選饉費
広●宣伝,
清籠8,
支棧ウ賣,
支口全
事務用品

'新関図書

'嗽育研修,
印

“

製本,
支払亀代蒙賛
贄偕料
保険将

1  海外旅行ら書保険‖

1  支払会,
1  委X,
1  支払手教科
1  外部監奎●ロ

I  E,公鳳

|  あ彗差損

|  そのlL■■計

1 饉常費用叶

1 当コ饉奮増減●

饉常収査
1受 取t付全
2受 取助成全停

3そ の他収差

受取利ふ

摯収●

■常収差計

“

●|“.10ア



使途●が

"詢
されたキ付等の内訳

掟途等が劇詢された,付金年の内訳は以下の通りです。当法人の正味財産は
",7●

3■ 32円ですが、そのうち3,107.7曖円はR30防災メンット事業.パキスタン支口、
T∝n“コ1輌戯事葉.コミュニティカフェ活動、アフガニスタン支援.外国人支コIこ姜用される財こです.したがって、使途が制約されていない正味財産蔵

“

●

“

課Ю円で

す。
円

内 容 用■,商 当躙増加● 当用減 少ロ 翔末残 高 口 考

指定書付
2.籠つ.留, 17.0,1.91 14.(1● .777 5.1".7認

HiF・ ÓRRN東京イノペーション′ヽノ(ATIH)

(第2フェーズ)●業

974.`Ю0 074.“Ю

当翔に交付を受けたo74口
"円

の全颯

を当期に収■計上しています。

ELR'IA・ CLIP:●栞

12.“5.4Ю 122.“5.“

前期に前受全として貸僣対甲■に,,上

した4.007.∝0円 と.当翔1こ 交付を受け

た12.a2.α り円のうち、4.473.170円

は莉受全として

'■
対熙表に計上して

います。

赤い羽根・公的i攪にアクセスしにくいほ民・

移‐ ための伴走支援事業

4“.“● 433."

前用に前受全として賃僣対照■に針上
した

'2.740円

と.当翔に変付を受けた

411.137円 を.当期に収益計上していま
す。

前期に前受全として,仕対照表lこ 計上
した

“

●.217円の今

“

を当期に収薔針
上しています.

プリヂストン・燿民・移民・市民が出会,¨ つな
がるコミュニティカフェ●彙

050.217 0“.21'

a).003.235 20.0“ .236

当翔に交付を受けたm."嘔 ,233「 1を .

当翔に収

`計

上しています.

ハ1)RRN東 京イノベーション′ヽプ (AnH)
インド●桑

7".'30

次期に交付される1.∝Ю.0(ゆ円のうち.

当瘍,用
'20.■"円

を当力に収益針上

しています .

赤い羽崚・多文化・多世代丼生のための層●
所づくり,案

720.7"

当

"に
交付を受けた1.“Ю.“Ю円から.

当翔に姜用した0,000円 を差し引いた
1.“0コ

"円
を耐 全として貸薔対照

■に計上しています。
0.αD 0.0∞

1́)RRNI京イノベーション′ヽプ (A¬H)

ON:Ж事業

“

.“1.a"

前用に前受0として貸借対熙表に計上

したSl.eS.133円 のうち.当 翔に漏■し

た7.“,274円 を差し引いた全麒を.当

力に収益

"上
しています。

外薔省・曰ホNCO遍 彿彙債■全

“

カアフガ
ニスタン防災力向上第2フェーズ(2年次)●

秦

“

,4010"

前翔に前■金として

`キ

僣対照■に計上
した10.100脚 円のうち、次川に返還

予定の1.“12.g“円を差し引いた0●
を.当期に収■,,上しています。

,7.7“.1" 1,1700.120

外務省・ロホNGO連携榮置賣全協カベトナ
ム災キレジリエンス向上(3年 次)'彙

前

"に
前受全として賃借対照表に,+上

した(“口
"3●

円のうち.次

"に
こ■

予定の202.014円を差し引いた0口を.

当用に収益計上しています。
6.0.076.319 ●4.o71,311

」PF・ アフガニスタンlD'・ 帰量民支″ 事彙

27.312.000 27.312.00●

前

"|こ

前受金として賃僣対照表に針上
したI".αЮ.002円のうち.次

“

に返選
予定の1.210コ

“

円を差し引いた全薇
を.当月に収益計上しています.

JiF・ アフガニスタン東部亀菫事業

a,.4●|.045

"期

に前受0として,僣対熙表に計上
した

".“
●睦円のうち.次翔に返■

予定の0,080,037円 を差し引いた全輌

を.当

"に
収差計上しています.

20.480.045

JPFッ キ`スタンユ水2事業

21).017.:N舅: 2● .017.350

前翔に前受全として,措対照■に計上

した∞ .“2.3“円のうち.次翔に返還

予定の1.375,452円 を差し引いた0■
を.当 期に収益計上しています .

JPF・ アフガニスタン食●支援2●彙

10.4:Ю .313

前期に前受金として貸借対鳳表に針上
した∞."7.7●5円のうち.00.ま

'.10'円は前受0として費僣ヽ照表に計上し
ています.

10.4〔 Ю.500

外務■・日本N00連携焦債贅●協カアフガ
ニスタン防災力向上■2フェーズ(3年次)0
業

4,.`132.721,

当初に,付を受けた

“

,70ム●12円 のう

ち.4Ю.る03"円は前受全として,「
対Rま に計上しています .

JPF・ アフガニスタン10P“選民支援 3●■

4.4旧2.726

11.“ 1.050 1■

“

1.050

当用に交付を受けた11.ま0,a"円 のう

ち.次用に返還予定の2,“円を着し引

いた全額を.当期に収差計上していま

す。

JPF・ ミャンマーIDD.タ イ違年5´ ●■



JPF・ アフガニスタン百椰地

'事
業

0.120,7∞ 3,020,700 0

当翔に交付を受けた1“.0100"円 のう

ち.2●コ

",α

20円 は前受全として,仕
対熙

=1こ
計上しています。

」PFツくキスタンからのう選民支援事■

0 950.010 100.010 0

当蝠に交付を受けた10,197,007円 のう

ち.0.Z町 107円は前受全として費薔対

熙■に計上しています。

外薔省・日本NG∝ ,彙債贅全●カ アフオ
ニスタン防災力向上

"3フ
ェーズ (1年決)事

彙

0 1.104,7∞ 1.104,7∞ 0

当月に交付を受けた

“

.015,1“ 円のう

ち.04.710.“ 円は前受全として,僣
対照表に計上しています。

JPF・ ミャンマー人遭危饉 (ミャンマー)'彙

0 3.1∞."1 3.130.201 0

当

"に
交付を受けた00.575.000円 のう

ち.:".“ ,710円 は前受全として貸僣

対熙表に計上しています .

JPF・ ミャンマー人遺危檄 タイ)●茉

0 2.351.013 2.051.013 0

当初に交付を受けたo3.0,30"円 のう

ち.32.23p『円は1'受全として費借

対困妻 |こ計上しています .

外薔4・ 日本時GO連携彙償贅奎協カパキス

タン晨菫生産性と強口性強化●■

0 1,070,003 1.617● .()13

当月に交付を受けた04.∞6.040日 のう

ち.(●.215p“円は前受金として費借

"熙
表に計上しています。

合,I 2.“0.558 407.3∞ .03( 刹 6.ml.ぼ

"
6.167,752

4.固定■産の増減内釈

5 その他特定非営利活動法人の贅産.■債.及び正味財産の状態並びに正味財産の増

"の
状況を明らかにするために必要な事項

・事業,と ,理■の嵌分方法
各事■のこ,及 び事桑,と ,理

'に

夫■する■,のうち.綸,手当、法定

`利
,.支払地代t■については従事峙口割合に■づき技分しています.

■ 目

2"."62“.3“
■■その■の量産

嗽金 256.3"

2“ .3●32:6“爆2“ .ま郎合 ,I

■■■■ ■■■■■

「

,日■■■口■
=E■

:【 .:■ コロ

「
`]_E■

_11「 |■EIユ :LII■ 1■



令和5年度 財産 目彙
令和6年0月 30日 現在

特定非営利活動法人 CWS Japm
円

層  ロ

431,535
10

1,262,570

27.687,(X,7

22,799,("15

2.820,413
11,921,633
1,209,291

1.435,006

18.003
5,041,769
1,766,910

15,120,675
1.640,800

3,914,675
1,958,009

9,953,357

9,540,241

4,341,734
1.587.327

124.451.190

9,7(Ю

62,664
2,075

729,739
140

804.318

126,005

83,473
1∞,09

“

.2∞

75,000
75,()00

9,000
1,100

618.475

00,318,104

32,762.648

23,395,920
7,012,932

39,30Hl,516

35,059,104

30,116,128

53,601,217
232.(“10.(〕 69

148,010
143.010

408.662.562

2“.365
256.365

408.918.927

資産の部
漬■彙菫

書通預会
三菱U円螢,神田文店 (0,0
二奎U日燿行 神躍支店 (鳴03D
三菫U日銀行 神田支店 (おつ
三菱UF■行神田支店 (t慇0“つ
三覆URほ

"絆
口支店 (7“

二豪UREi■ Ii支店(7“
三菱OF‐行神田文FO■ )

ニユ F[行 神口支店α

“

)

三菱UF■行 神田支店 (策日)

三姜tFJ=行 神田支店(G関 )

三

… "神
口支店 013)

三菱UFJ銀行 神田支店 (071)

三菱UFJ銀行 神田支店 (304)

三菱UFJ銀行 神田支店(429)

三菱UFJ銀行 神田支店 (480)

三菱UFJ銀行神田支店(385)

三菱UFJ銀行 神日支店(086)

三菱UFJ銀行 神田支店(595)

三菱UFJ銀行神田支店(501)

ゆうちょ銀行 早稲田通支店(854)

普通預金計
未収金
講師謝金
ミャンマーlDPl事業 現地資金
ミャンマーlDP2事業 :現地資金
赤い羽根助成金
スタッフ立書経費
未収金計

前払費用
事務所家賃
労働保険料
ホームページ′メール ′WEBサービス費用 ′電話

社会保険・労働保険事務委籠 会費・手数料

JANIC会費
JPF NGOユニット会費

移住連会費
A¬ H事業費
前払費用計

仮払金
アフガニスタン防災Pha∞23年次事業 現地送金額

アフガニスタン:DP・ 帰還民3事業 現地送金額
アフガニスタン西部地震事業 現地送金額
パキスタンからの帰還民支援事業 現地送金額
アフガニスタン防災Pha"31年次事業 現地送金額

ミャンマー人道危機 (ミャンマー)事業 現地送金額

ミャンマー人道危機 (タイ)事業 現地送金額
パキスタン防災(2024年 )事業 現地送金額

仮払金計
立替金
ADRRN
立替金計

流動資産合計
固定資産
敷金 日本キリスト教会館

固定資産合計
資産合計



令和5年度 財産目彙
令和

“

関月
"日

現在
特定非営利活勲法人 CWS■ ,m

■

1,080,304
147,952
229.050

6,514,005
20,975
1∞ ,067
150,518
134,014
292,614

1,218,583
1,375,452
6.066,037

2,304
1,350,973

15,200,051
75,2(Ю

2,5(HD

∝Ю,000
25,αЮ
25,000
9,900

15,000
27,944
19,800

247.500

“

.∝6.∞ |

4`75,170
69,037,167
26,380,626
40.239,936
9,238,187

認 ,223,087
∞ ,“吼700
63.215,953
54,710.40`
1.040.0(HD

338.406.061

1,075,303
1,055,392

22.930
2.153.723

375.215.795
375.215,795
∞ .703.1"

麒爛
週螢1鮨ll亀 会費

:::I:務ジ́

掏
榜
正崚財

“

負債の部



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 5年度年間役員名簿 〈●●■年度において優員であつたことがある全員の民名及び住籠又は層籠菫

びにこれらの■についての前事彙年■における0日の有●を●●した名暉)

特定非営利活動法人 CWS J● pan

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

以

各

□

Ｚ

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏    名

l
・監事

ショウ ラシ
゛
フ
｀ 令和 5年 7月 1日

令和 6年 6月 30日

年

年

月

月

日

日ショウ ラジブ

2 監 事

コミノ  タケシ 令和 5年 7月 1日

令和 6年 6月 30日

年

年

月

月

日

日小美野 円1

3 監事
リュウ  シンノスク 令和 5年 7月 1日

令和 6年 6月 30日

年

年

月

月

日

日龍 信之助

4 監事
t l"? '?a l. 令和 5年 7月 1日

令和 6年 6月 30日

年  月  日

年 月 日田島 誠

5 監事
コカイ  ヒカリ

 
令和 5年 7月 1日

令和 6年 6月 30日

年 月

月

日

年 日小海 光

6

キャサリン・リー′ヾ―ク・  
  

令和 5年 7月 1日

令和 6年 6月 30日

年

年

月

月

日

日
キャサリン・

リーバーグ

7 理事

モトカワ  シロウ  令和 5年 7月 1日

令和 6年 6月 30日

年  月  日

年  月  日
九 リ 士郎

8 理 事

コマツタ・  サタ
゛
トシ 令和 5年 7月 1日

令和 6年 6月 30日

年 月

月

日

日年小松田 貞利

9 理事・監事

年

年

月

月

日

日

10 理事・監事

年  月  日

年  月  日

⌒

鯉り・監事



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 CVVS Japan

氏   名

1 小美野 剛

2
モーリス・A・ プローム

(Maurice A.Bloem)
         

3
パピンダ・カエウノイ
(Paphinda KaewnoD

      

4 大橋 正明

5 ショウ ラジプ

6 龍 信之助

7 田島 誠

8
レズリー・ウィルソン

(Leslie Vヽilson)
      

9 小海 光  

10
+'(.f 1)>. y*t\*/

(Katherine Rehberg)
       

11
ダグラス・スミス

(Douglas Smith〉
       

12




